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ミュージアムの地域的価値に関する文献レビュー
〜文化財の有形無形の地域的貢献を評価する〜

人間社会環境研究科　経済学専攻

北　川　有美子
　
要旨

　ミュージアムとは，いかに成功事例と謳われる館であっても，事業収入だけを抽出した場合に
は赤字のところが多い。一方で，それ以上に地域にとっては有形無形の便益や効果がもたらされ
ているケースも少なくない。近年ミュージアムという文化財は，作品の展示や保存といった従来
の役割のほか観光を含む地域振興にも効果を及ぼし，ミュージアム建設を長い目で見た場合に，
まちづくりを牽引する存在になる可能性があるとして，特に欧米では早くから実践的研究がなさ
れてきた。
　以上のことから，ミュージアムの発する価値とは，本来であれば多方面から多角的に分析され
るべきだが，現実にはその価値判断は難しく，殆ど事業収入を中心とした評価しかなされていな
い。本稿における目的は，「ミュージアムの地域的価値を測る方法論と実用的な手段は何か」を
国内外より文献探索することである。文化財が，内部と周辺に及ぼす有形無形の貢献的価値を「地
域的価値」と位置づけ，それを測定できる方法論を広く探索した結果，以下のように集約された。
①「ミュージアムを持続可能にするためには文化経済や文化観光への理解が不可欠である」とす
る文化先進国での指針と，②既存の評価手法を用いた方法論からの発展的研究で，地域的価値の
測定を可能にする「実践的な方法論モデル」の提案が，主に海外文献より確認できた。
　本稿ではまず「博物館法」の変遷や改訂に沿って創意工夫しながら美術館評価を行ってきた代
表的な２つの公立美術館における「ベンチマークス」と呼ばれる指標の歴史を辿った。第二に，
ベンチマークスでの評価手法の限界や問題点を踏まえ，公共財や文化財全般の地域的貢献を測る
際に汎用性の高い手法として日本でも重用されてきたCVMの有用性と課題点について検討した。
第三に，文化先進国の海外文献を探索した結果，CVM手法に「選択実験法」手法を加えたミッ
クスメソッドの提案が文献上でなされていることが分かった。今後，日本のミュージアムを核と
したまちづくりを検討するにあたり，本稿で抽出された方法論や評価手法を自分の研究に適用し，
実際にミュージアムの地域的価値を測っていくことを検討したいと考えている。
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１．はじめに

　ミュージアムという文化財の発する地域的価値
は，どういう価値基準で評価されることが妥当な
のだろうか。ここでは，本稿の研究目的や意義を，
時代的背景を踏まえて概説する。
　近年になって，ミュージアムは作品の展示や保
存と言った従来の役割のほか，観光を含む地域の
発展にも効果があることが国内外で認められてき
た。特に欧米では，ミュージアムを核としたま
ちづくり戦略において「経済活動の源泉となるイ

ンフラ」と称されるほどの数々の実績があり，
ミュージアム存続に説得力を与えてきた（蓑ほか, 
2006）。ミュージアムの経済的可能性を鑑みて，
米国とヨーロッパではますます多くの都市が開発
戦略を展開している。ミュージアムによる観光開
発戦略の成功事例として筆頭とされるものは，さ
びれた地方都市になっていたスペインのビルバオ
にグッゲンハイム財団の補助金によって建設され
たグッゲンハイムミュージアムである（後藤，
2020）。他にも，Pop and Borza（2016）は，英
国のペンディーンにある閉鎖された鉱山がミュー

Abstract
　No matter how successful museums may be, they are often in the red when only their operating revenues 
are extracted. However, museums, as cultural assets, have also brought tangible and intangible benefits 
and effects to the community. In addition to their traditional roles of exhibiting and preserving artworks, 
museums have been affecting regional development, including tourism. Practical studies have been 
conducted from early on, especially in Europe and the United States, in the long run, on the possibility of 
museums becoming a driving force for urban development.
　The value of a museum should be analyzed from multiple perspectives. However, it is difficult to determine 
this value, and currently, evaluation is based mainly on income from business activities. This paper aims to 
conduct a literature review from Japan and abroad to determine the methodologies and practical means to
measure the regional value of a museum. Regional value is defined as the tangible and intangible 
contribution cultural properties make internally and to the surrounding community. The results of a broad 
search for methodologies that can measure "regional value" were summarized as follows : 1) the guiding 
principle in culturally advanced countries that "an understanding of cultural economy and cultural tourism 
is essential to make museums sustainable," and 2) a methodological development study using existing 
evaluation methodologies. A proposal for a "practical methodological model" that enables the measurement 
of local values was confirmed from the international literature in a developmental study of the theory.
　This paper traces the history of an indicator called "Benchmarks" in two representative public museums 
that have been creatively evaluating museums in line with the changes and revisions of the "Museum 
Law." Second, based on the limitations and problems of the evaluation method in the Benchmarks, we 
discussed the usefulness and issues of the CVM. CVM has been heavily used in Japan as a versatile method 
for measuring the regional contribution of public goods and cultural assets. Third, as a result of searching 
overseas literature from culturally advanced countries, a mixed-method proposal that adds a "choice 
experiment method" approach to the CVM method has been proposed in the literature. In the future, as 
I consider urban development with museums at its core in Japan, I would like to consider applying the 
museum evaluation methods and methodologies extracted in this paper to my research and measuring the 
regional value of museums.
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Regional Contribution,  Cultural Economy,  CVM (Contingent Valuation Method)
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ジアムになったことで，住民の新しい雇用の創
出，年間40,000人もの訪問客の召集など，それぞ
れの地域の自然および文化資源の価値化につな
がったプロジェクトの事例を示している（Pop 
and Borza, 2016）。Popらは，さらに，博物館部
門の英国経済への貢献は自動車産業や宣伝および
映画産業の貢献よりも大きく，英国全体で推定
195,000人のフルタイム相当の仕事を直接支援し
ていることを強調している。「英国の政治立法の
枠組みは，博物館の社会的役割の再構成を視野に
入れており，博物館の使命には，社会的排除と戦
う機能，および前向きな社会的変化の手段として
躍動する機能が含まれる」とする。（Pop, Borza, 
Buiga, Ighian, and Toader, 2019）

1-1. 研究背景と問題意識

　以上の事例は，地域経済学や文化経済学的貢献
という見地からミュージアム建設をみた場合，結
果的には，福祉や衣食住に直結する，人にやさ
しく住みやすいまちづくりを牽引する存在にな
る可能性を秘めているという示唆を与えた。後
藤（2020, p. 199）によれば，「スウェーデンでは，
1974年に文化を福祉国家の構成要素とみなす決議
を国会で行った」とあり，欧米では実に約50年も
前から文化施策を経済発展に不可欠な要素と位置
付け，長期的かつ俯瞰的視点で投資してきた。こ
れは，日本での定説と対極をなす考えである。後
藤は，同書の中で「日本では，従来より文化は私
的なこと，あるいは衣食足りて行う贅沢なものと
いう考えが根強く（中略）驚くべきことに，福祉
と文化を対立的にとらえ，文化に回す予算がある
くらいなら福祉に使うべきだと唱える政治家も
少なくない」と述べる。つまり，先進国であるは
ずの日本は，文化や福祉に対する理解にかけては
世界水準と比較しても十分とは言えない背景にあ
り，（地方創生のためにも）今後ミュージアムの
多岐にわたる有形無形の便益や効果は十分に評価
されるべき必然性があると言える。

1-2. 研究目的

　本稿の目的は，「ミュージアムの地域的価値を
測る方法論と実用的な手段」を文献レビューし，
実践的研究への準備を行うことである。①地域的
価値に特化した評価を行う際に，適用可能な方法
論モデルを国内外の先行文献から探索し，②地域
的価値を測る実用的な手段（＝指標）を検討する。
　２. では，我が国のミュージアムの定義と「博
物館法」を，現代的背景や課題を含め概観する。
具体的には博物館法の変遷とともに手探りで創意
工夫を重ねながら「ベンチマークス」という評価
指標を創生し，昨今に至るまで美術館評価に尽力
してきた２つの公立ミュージアムを事例に到達
点や課題点を検討する。３. では，「ベンチマーク
ス」の限界と課題点を踏まえ，日本において実務
的な業績評価とは別にアカデミックな領域におい
て，文化財や公共財全般の地域的貢献はどのよう
な手法で測られてきたのかを探索する。ここでは

「非利用価値が計測できることを特徴とする汎用
性も高い評価手法」（垣内, 2007, p. 2） として重用
されてきた代表的手法であるCVM （Contingent 
Valuation Method：仮想市場評価法）及び，そ
の一種であるヘドニック法の到達点と問題点を検
討する。４. では，海外文献に基づいて，CVM手
法に「選択実験法」手法を加えたミックスメソッ
ドの提案を取り上げる。管見の限りでは，この手
法は日本ではまだ適用事例が示されていない。本
研究は筆者の地域ミュージアム研究の準備調査と
なる。すなわち，最終的には，本研究で抽出され
たミュージアムの評価手法を実際に地域ミュージ
アムに当てはめて数値化・基準化する。そのこと
で行政機関での資金繰りがより得られるようにな
ることを想定し，その測定が日本の地域ミュージ
アムを刷新し，更なる持続可能性に繋がってゆく
ことを検討したい。
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２．日本におけるミュージアム評価の歴史

　〜博物館法の変遷と，静岡県立美術館，

三重総合博物館を事例に〜　
　本節では，博物館法の変遷や改訂に沿って創意
工夫されてきた日本におけるミュージアム評価の
歴史を概観する。まず日本でのミュージアムの定
義を確認したい。1951年制定の博物館法第２条に
よれば，博物館とは「歴史，芸術，民俗，産業，
自然科学等に関する資料を収集し，保管（育成を
含む）し，展示して教育的配慮の下に一般公衆の
利用に供し，その教養，調査研究，レクリエーショ
ン等に資するために必要な事業を行い，あわせて
これらの資料に関する調査研究をすることを目的
とする機関（以下略）」である。一般的に総合博
物館，科学博物館，歴史博物館，美術博物館，野
外博物館，動物園，動植物園，水族館が含まれる。
法律上，美術館は博物館の一つである。現代的課
題に関するところで補足すると，「博物館法は，
博物館の基盤整備としての役割はあったが，制定
後70年が経過し，担うべき使命や機能が，生涯学
習社会の展開とともに大きく拡大，変化している」
という（文化庁, 2021）。2

２-1. 日本のミュージアム（博物館）評価の歴史

　引き続いて，ミュージアム（博物館）評価の歴
史を時系列で見ていきたい。重盛（2000）は，日
本における来館者研究や博物館評価を 5 つの時期
に区分して概観している。①1950年代後半から60
年代：博物館の学芸員や先進的な研究を行う博物
館学の専門家によって，盛んに行われた。②1970
年代：際立った活動がなかった。③1980年代：博
物館の濫立期であり研究も多様化した。ただし，
建築計画や展示計画の研究者の集団において，継
続的な実績が集中している。④1990年代前半：バ
ブル経済の余韻を残しつつ，博物館の経営やマー
ケティングへの視野が広がるとともに，アメリカ
の来館者研究にエヴァリュエーション（=評価）
という観点が生まれつつあることが知らされ始め
た。⑤1990年代後半：博物館評価が実践に取りこ

まれ，または取り込むことを真剣に考えられ始め
た時期（後略）であると言う。以下，この時期区
分を踏まえて詳細を示す。
　1973年，文部省により告示された「公立博物館
の設置及び運営に関する望ましい基準」（以下「望
ましい基準」と表記）では，「博物館の設置，博
物館内の施設および設備，延床面積，学芸員数，
職員の研修等について（後略）」等，具体的な数
字や例を挙げている。そのほか，博物館で収集・
保管すべき資料，展示方法，教育」活動，開館日数，
延床面積など具体的に書かれた（佐々木, 2019）。
　1980年代は博物館の濫立期であり，研究も多様
化した。ただし，建築計画や展示計画の研究者の
集団において，継続的な実績が集中している（重
盛, 2000）。（1960年代の）欧米の国際機関などで
用いられたODA（政府開発援助）評価，保健医
療評価，公共事業評価などを基に，美術館評価シ
ステムを試行錯誤しながら構築し始めた時期であ
ると言う（佐々木, 2012）。
　1990年代前半には，バブル経済の余韻を残しつ
つ博物館の経営やマーケティングへの視野が広が
るとともに，アメリカの来館者研究にエヴァリュ
エーション（=評価）という観点が生まれつつあ
ることが知らされた（重盛, 2000）。1990年代半ば
には，佐々木（2017）によれば，地方公共団体に
おいて「政策評価」「行政評価」が定着した。そ
の流れを受けて公立美術館でも2000年頃から評価
が導入されるようになり，博物館評価が実践に取
りこまれるようになった時期だという。一方で，
博物館評価の内容は「先行する地方公共団体での
評価手法の多くが業績測定型評価であったことに
影響されてか，博物館評価でもほとんどの館が
業績測定型評価を導入した」とされる（佐々木, 
2017, p. 107）。以降，日本の博物館評価は定量的
評価が中心となる。
　2003年，「望ましい基準」は大幅に改定された。
1973年に掲げられた具体的な数字や例が明示され
なくなった。面積基準が撤廃され，基準が弾力化
されたほか，具体的な数字や例が明示されなくな
り，各ミュージアムの「基本的運営方針」が重要
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視されるようになった（小池, 2011）。「学校，家
庭及び地域社会との連携等」では，青少年，高齢
者，障害者，乳幼児の保護者，外国人等の参加や
利用の促進に努めるよう記されている。（佐々木, 
2019, p. 311）。この2003年の改定では，「単なる収
蔵や展示にとどまらず，調査研究や教育普及活
動，さらには参加型活動の充実」「学校，家庭及
び地域社会との連携等」など，多様な層の人に枠
を広げる意図が見受けられる。他にも「博物館が
定める事業計画の達成状況が適切に判断できる方
法で評価を実施することが望ましい」など，博物
館側が結果を公開するよう明記された。
　2008年には，「日本博物館協会」が日本の博物
館評価を導入し，事業レベルで定量的にミュージ
アムを評価することが始まった（佐々木, 2012）。
　2011年には，文部省「望ましい基準」の 2 回目
の改定が行われた。佐々木は，「館数がピークで
ある2008年の直後の2011年に，第 2 回目の「望ま

しい基準」改正が行われたことを考慮すると，数
による成熟から，質による成熟への移行を国の博
物館政策として掲げているといえるであろう」と
評価している（佐々木, 2019, p. 312）。2011年改定

「望ましい基準」では，第 4 条にインターネット
等の活用や，第11条に「地域住民等の学習の成果
に基づく知識及び技能，講演会等，活動の機会の
提供」などが見受けられる。
　ここで，早くから積極的に美術館の評価活動に
取り組み，報告書を作成してきた静岡県立美術
館，三重県総合博物館の事例を挙げ，この時期の
美術館評価の到達点と課題を確認したい。静岡県
立美術館，三重県総合博物館はともに，博物館の
諸活動をいくつかのグループ（大項目や中項目）
に分類し，それらを構成する日常の具体的活動や
個別の手段（小項目）について，実績を評価する
方法を採っている（高井, 2020）。
　2001年，静岡県立美術館では，美術館活動を評

表１：平成30年度静岡県立美術館第三者評価委員会評価　＜２総括表＞

出典：静岡県立美術館評価委員会中間報告書：平成30年度（2018）



62 人間社会環境研究　第45号　2023．3

価する指標（ベンチマークス）設定に関する研究
会を開始した。研究会メンバーは，「入館者数」
と「収支」だけで美術館活動を評価する従来の方
法へ疑問を抱いていたが，どのような指標で評価
すべきかわからない状況の中で， 2 年間にわたっ
て74の評価指標からなるベンチマークスを策定し
た（佐々木・泰井, 2012）。静岡県立美術館では，
2004年度に，74の評価指標からなるベンチマーク
スの策定を主とする一連の取り組みを提言書にま
とめ，「業績測定」の評価システムの原型を築い
た（静岡県立美術館評価委員会, 2004）。2009年に
は，「自己評価」「県庁の評価」「第三者評価委員
会の評価」を含む評価活動が行われ，改訂を重ね
ながら現在に至るまで継続されている（佐々木・
泰井, 2012）。表１を見ると，地域的価値に関連
の深い指標として大項目の中に「地域」「学校教
育との連携」，中項目の中に「地域住民と企業と
NPOとの連携」などが見える。
　三重県総合博物館では，2014年の新館開館以
来，同館の博物館協議会の下部組織として「評価
部会」を設置し，自己評価及び外部評価を行い，

年報で公開している。表 2 を見ると，定量的な業
績測定型を基礎としながらもアウトプット（結果
指標）に加え，アウトカム（成果指標）の視点を
加えたロジックツリーシステム[=様々な問題を分
解のツリーとして原因や解決法を発見する際に活
用できる一つの課題解決フレームワーク]で構成
されていることが分かる。地域的価値に関連の深
い項目としては，リピーターの増加割合によって
市民への影響力などを測っているほか，「来館者
数」（アウトプット）の他に「リピーター」（アウ
トカム）の指標を加えていることが特徴的である。
　以上のように，日本では標準的あるいは定型的
と言えるような制度が存在しない中で美術館評価
が実施されたが，昨今の静岡での年報からは，例
えば表１（静岡県立美術館評価委員会, 2018）を
みると，収蔵品展の回覧件数が目標数を上回る人
数に到達したり，公開件数も目標件数を上回る数
字になったり，表 2 （三重県総合博物館協議会, 
2020）を見ると，アウトカム（成果）として，リピー
ターの数が50→60%という目標値に対して71%の
再来者（観覧者）割合を達成したり等，各館ごと

表２ ：三重県総合博物館（Miemu）が長期に目指す姿（ビジョン）/当面３年間のマネジメントプランなど

出典：2020年三重県総合博物館協議会年報：p.p94-96
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では業績改善の指標となっていることは判断でき
る。
　その一方で，高井（2020, p. 84）によれば，従
来の評価手法には以下の課題点がある。①事務量
が膨大であること，②業績を数量的に判断してき
たこと（業績測定型），③結果を単純に予算編成
に反映させてきたこと，④目標が観念的，抽象的
かつ総花的であること等である。また，佐々木

（2019, p. 316）によれば，展示を見に来た来館者
や教育プログラムの参加者に与えられる便益や価
値だけが測定されており，「評価結果を通してい
くら活動の良さをアピールしても，ミュージアム
に足を運ばない大多数の地域住民や納税者にはそ
の存在価値を理解出来ない」と示唆する。
　つまり，いずれも地域創生（地方創生）や経営
改善にどれだけ役立っているかは不明な点が多
い。今後のミュージアム評価に求められるものの
記述の中で，「業績測定に止まるのではなく事業
の結果がもたらす成果（社会への影響）を問われ
る」と言う指摘（高井, 2020, p. 84）や，社会的イ
ンパクト評価までを視野に入れた制度の構築が急
がれると言う意見（佐々木, 2017, p. 109）など，
ミュージアムの社会的価値（地域的価値）の可視
化・顕在化が焦点となっていると言える。

３．CVMを用いたミュージアム評価の事
例とその課題点

　前節（2.）では，ベンチマークスを用いた評価
手法があくまでもミュージアム内の文化的価値を
どれだけ発信できるかを調べる手法であり，来館
しない市民（納税者）には意味をなさない等の限
界があることを確認した。
　では次に，本節では日本において実務的な業績
評価とは別に，アカデミックな領域において文化
財や公共財の地域的貢献はどのような手法で測ら
れてきたのか探索したい。ここでは，文化財の周
りの環境や人への影響，文化財そのものの評価な
どを測ってきたCVMという手法を詳説する。

3-1. CVMと，ミュージアム調査への応用

　垣内（2011）によれば，日本でのCVM（仮想
市場評価法）研究は，1990年以降，公共セクター
の政策やプロジェクト評価のために特に観光分
野，農村機能の評価に関係して大きく進展した。
CVMの考え方は「さまざまな財やサービスの改
善あるいは破壊の状況を回答者に説明し，これに
対して最大払っても構わない金額（=支払意思額：
WTP）や必要な補償額を直接たずねることで，
対象財の価値を評価しようとするもの」である。

「非利用価値が計測できることを特徴とする汎用
性も高い評価手法」（垣内, 2007, p. 2）である一
方で，調査費用が膨大でバイアスも大きいといっ
た問題点が指摘される。CVMの一種であるヘド
ニック法は，「土地や住宅などの価格を代理市場
として捉える方法」で「環境アメニティなどを評
価するために地代や住宅選好との関係を分析」す
る手法だが，「地域的なものに限定されたり，完
全市場の存在が必要である点などの問題がある

（垣内, 2011, p. 37）。
　ミュージアムを，CVM，あるいはヘドニック
法で評価した事例は，倉敷市大原美術館（垣内・
寺田, 2007 ; 垣内・奥田・寺田, 2009），公益施設（美
術館，図書館）を事例にした研究（唐鎌・石坂, 
2009），神戸市立美術館（林, 2017）が見られるが，
得られた評価結果をもとに，各々の到達点や課題
点を順に示したい。「大原美術館が存立する倉敷
市民は平均値，中央値ともに高いWTPを有して
おり，一定規模の公的支援に賛同すると考えら
れるが，岡山市民の場合は平均値と中央値が乖離
し，一部の市民が相対的に大きなWTPを有して
いる。（中略）受益者の属性の特定，WTPへの影
響要因の詳細分析については今後の研究課題とし
たい（坪内・奥山・寺田, 2009, p. 408）。「（ヘドニッ
ク法に関して）1 . 地価データが得やすい地域で
しかできない/ 2 . 複数の施設が近接した場所では
施設ごと個別に価値を計測できない/ 3 . 地価への
影響範囲外から来る利用者への影響分が計算に
入れられていない/ 4 . 施設に近接して地価に大き
な影響力を持つ物があると独立に評価できない」
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「CVMなど他の評価手法と組み合わせなどによる
克服が必要」（唐鎌・石坂, 2009, p. 274）。「WTP

（=この場合 2 億7,270万円）が公的資金の投入額
を上回るという本章で得られた結果は，神戸市立
博物館を維持していくことを正当化するものでは
あるが，発生した赤字分を事後的に税によって補
填していく方式が望ましいと意味しているわけで
はない。博物館の財源をどのように調達するか
は，入場料，寄付等を含めて別途検討する必要が
ある」（林, 2017, p. 34）。次章で触れるOrea-Giner
ら（2019）の中でも，「WTP法（＝支払意思額法：
最大払っても構わない金額を分析）」が，（先述の
日本の例と同じく）ミュージアム調査に応用した
従来と異なる使用法であることが強調される。こ
の方法は，公共財や公共サービスを利用するこ
となく，そこから利益を得る消費者（フリーライ
ダー）が存在するため，過剰利用を前提とした評
価になりがちであり，適用の仕方とその後の分析
方法に関して一連の課題点があると指摘されてい
る。

４．選択実験法を用いたミュージアムの評
価法

　本節では，文化先進国でのミュージアムの地域
的価値を評価するための方法論に関する文献分析
を進める。欧米ではミュージアムの持続可能性に
関して必須とされている，文化経済・文化観光の
概念を含む。ミュージアムの持続可能性や文化観
光・文化経済との関与に関して，「ミュージアム
の発する価値が多方面から多角的に分析される手
法」の可能性に焦点を絞り，海外での評価手法よ
り「CVMとCE法」とのミックスメソッドの新た
な提案を取り上げる。

4-1. ミュージアムの持続可能性と，文化経済・

文化観光への理解

　国際基準であるUNESCO勧告によれば，ミュー
ジアムは文化産業や創造産業を包括する経済的
発展を促進させるということで「文化経済」と

の関わりは殊更深いという（UNESCO, 2015）。
Noonan and Rizzo（2017）によれば，観光地に
位置するミュージアムは訪問を促すアトラクショ
ンであるため，「文化観光」の概念とも親和性が
高い。Noonan and Rizzo（2017）はさらに，世
界的潮流として文化観光にまつわる有形無形の利
益（便益）を多方面から分析することは困難を極
めるものの大いに価値があり，その捉えどころの
なさに関わらず十分に包括的な概念（筆者解釈：
排他的でなく社会的包摂の概念）だとしている。
ミュージアムは，パフォーマンスと成果を向上さ
せるために持続可能な基準を適用させる必要があ
り，地域社会と観光客双方の認識に関連するア
プローチが必要である。それを満たすためには，
ミュージアムの社会文化的影響の文脈の延長線上
にある「文化経済」「文化観光」への理解が不可
欠であると言う（Noonan and Rizzo, 2017）。
　Orea-Giner，De-Pablos-Heredero and Guerrero

（2019）は，［ミュージアムの持続可能性や社会文
化的影響に関する文献］の中で，既存の評価手
法を踏まえた上で，新たな提案を行っている。
Orea-Ginerらによれば，1980年代，経済と文化
の関係に関して「文化経済」と呼ばれる研究分野
が生まれた。Orea-Ginerらは，Prieto（2009）を
引用する形で，文化経済という概念を「公的また
は私的に提供される創造的な舞台芸術，遺産，文
化産業の全てに経済分析を適用し，文化部門の経
済組織とこの分野での生産者，消費者，政府の行
動も検討する」と定義している。 

4-2. 「文化財の有形無形の利益を評価する」海外

手法の具体的概要

4-2-1.  ミュージアムにとっての「事業収入」とい

う評価軸

　「文化経済」の文脈でミュージアムの事業収入
を問うならば，チケットの販売から得られる収入
は重要である。チケット 1 枚あたりの平均価格を
算出し，一定期間の来館者数を掛けることで来館
者総収入となる。一方で，教育機関などの訪問は
無料であることが多いが，この場合，ミュージア
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ムは有形無形の利益を提供し，美術館が生み出す
正の外部性は社会福祉の改善をもたらすと考えら
れる。Orea-Ginerらは，有形無形の利益を評価す
る具体的な手法として，文化財が生み出す「事業
収入」の測定に軸足を置きつつ，社会的な収支を
も評価する手法としては，①純粋な経済的研究，
②未来の予測も含めるキャッシュフロー（DCF）
法（Discounted Cash Flow：割引キャッシュフ
ロー法＝資産が生み出すキャッシュフローの割引
現在価格をもってその理論価値とする方法），③
CVM法があるが，特に CVM法について詳説し
ている。

4-2-2.  仮想市場を評価するCVM（Contingent 

Valuation  Method：仮想市場評価法）と，

その種類

　CVM法は，仮想市場を想定するという意味合
いにおいて，様々なサブメソッドで構成される。
第一に，「トラベルコスト法（旅行費法）」である。
旅行の目的が，唯一ミュージアム訪問であり，旅
行の理由が余暇活動とは無関係であると考え，訪
問者が美術館訪問のために滞在中に発生した費用
に関する情報を収集することから構成される。第
二に，「ヘドニックアプローチ法」は，消費者が
美術館周辺にある宿泊施設に対して，他の場所と
比較していくらなら支払ってもよいと思うかを分
析する。第三に，「WTP法（支払意思額法）」であ
り，仮想的市場における公共財を分析するために
適用される。第四に，「WTA法（受入意思額法）」
である。これは，来館者が同じような状況下で，
いくらなら受諾したいかと思うかを分析する。最
後に，以下に詳述する選択実験法（CE法）がある。
　「選択実験法（Choice Experiments：CE法）」
は， Lancaster の理論（1966）に由来する仮想市
場評価の一形態である。これは，調査を通じて，
消費者の嗜好に応じた商品の特性の分析を行い，
提案された各代替案（オプション）に関連するコ
ストを提示するものである。選択実験法により，
来館者の特性や属性に従って嗜好に関する具体的
な情報を得ることで美術館の評価が可能である 

（Kinghorn and Willis, 2008）。美術館の価値を推
定するために，この方法を適用したものとして，
Mazzantiの研究（2003）があり，ローマにある
ボルゲーゼ美術館の属性を評価したと言う。この
研究では，（1）入場料，（2）保存活動，（3）アク
セスポリシーと追加サービスという 3 段階の属性
が分析されている （Orea-Ginerほか, 2019）。選択
実験法の主な利点は，WTP法やWTA法の手法の
弱点（不完全な部分）を克服し，ミュージアム
の各属性を独立して評価できることである。こ
の指標システムは，地元住民や観光客が感じる社
会文化的な影響を考慮し，「確立された目的地に
おける観光活動の持続可能性」を向上させるこ
とを目的とする。CE法は消費者行動論に関する
McFaddenの提案（1973）に従い，以下のように
なる。

Uij = Vij + εij　

　上記の数式は，Uは消費者が提案の中で最も有
用と考える選択肢を表し，iは調査対象者，jは属
性を表す。Vは観測されるiとjの属性，イプシロ
ンは観測されない属性，観測されない嗜好の変動
または測定誤差である。これを多項ロジットモデ
ル（McFadden, 1973）にて検討することにより，
j 個のオプション（あるいは代替案）がある中か
らオプションaが選択される確率は，以下の式で
示される（亀山・合田, 2009）。

　上記の数式は，Vijという変数からP（Yij）に
変換する意味は，Vijは定義が＋も－も取りうる
制限のない変数だが，Logit変換e^Vijの変換で
0 以上の符号の値，正の値に変換される。分母の
∑e^Vijはその和で，e^Vij ／∑e^Vijは，（０，１）
上の値に変換される。すなわち正の値に変換され
る。また，e^Vij ／∑e^Vijの和を取ると∑e^Vij
／∑e^Vij=1で確率に変換させていることが分か
る。個々のP（Yij）はj＝1，…，Jで属性の数が
J 個あるので離散確率の多項分布としてモデル化
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されていることがわかる。

4-3. 課題点より発展的に考案されたミックスメ

ソッドの提案と活用

　Orea-Ginerらは，美術館の分析に焦点を当て，
主観的指標の適用によって「美術館の価値を経済
的に推定する方法」と，「美術館が住民や観光客
に与える社会文化的影響」の双方を分析しうるモ
デルを提案している。
　このモデルは，経済的影響と社会文化的影響を，
それぞれ異なる原因を理解するのに役立つ。研究
者は，手法に関する知識を得ることで，どの手
法が特定の美術館研究に最も適しているかを判断
し，一連の結果からそれを収集・分析し，意思決
定の改善に役立てることができる。本研究では，
多様な手法を分析・比較した結果，美術館の「経
済価値」と「社会文化的影響」を分析するための
特殊な一つの手法を提案する。

1 ）多くの中で選定された手法は，「定性的手法
（フォーカスグループインタビュー）」と「定量的
手法（選択実験法， WTP法）」からなるミックス

メソッドである。この方法によって，美術館を，
属性（あるいは特性）から評価することが可能と
なり，来館者の嗜好を正確に把握することができ
る。情報収集については，①まず専門家で構成さ
れたフォーカス・グループの意見を取り入れ，美
術館の様々な属性を評価する必要がある。②その
後，「観光客」と「地域住民」を対象としたアンケー
トを作成する。③次に，「選択実験法」と「WTP
アプリケーション」を組み合わせ，美術館を経済
的に評価するための情報で得られたデータをより
精度の高いものに近づける。結果の分析は，社会
文化的側面やその他の結果も容易に分析すること
ができる。最後に，得られたデータを処理し，主
観的な指標体系を適用する。この方法によって，
ミュージアムの経営陣が意思決定を改善し，美術
館の持続可能性と回復力を発展させるために汎用
性があり，他に応用できると述べている。

２）選択実験法を解析する方法は 5 つのフェーズ
に分かれる。フェーズ 1（第 1 段階）では，既存
の文献と電子口コミ（eWOM）をレビューする
ことによって，消費者（来館者）の求めるミュー

表３：選択実験法の実施フェーズ

出典：Orea-Ginerらによる 「Mourato and Mazzanti（2002）と，Kunghorn and Willis（2008）が提案した
選択実験法のフェーズデザインに基づく資料」より筆者作成。
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ジアムの属性を選定する。選定された属性は，
フォーカス・グループ（専門家グループ）によっ
て議論され，ミュージアムの最も代表的な属性（ど
んな特長，顔をもつミュージアムか）が決定され
る。フェーズ 1 （第 1 段階）での目的は，フォー
カス・グループ（専門家グループ）を集めて，美
術館のブランドイメージを構成する最も代表的な
属性と，その属性に対する評価を理解することで
ある。こうすることで，専門家グループの意見に
対する評価を得ることができ，調査を継続し，美
術館の属性にレベルを割り当てることができるよ
うになる。さらに，eWOM（電子口コミ）のテ
キストマイニング分析によって検出された属性の
以前の選択を追加することによって，選択された
方法はより完成度の高いものとなる。（表 3 ）　（図
１）

３）フォーカス・グループ（専門家グループ）は，
美術館の属性にレベルを設定する役割を担い，続
いて，地元住民と観光客にそれぞれ配布される 2
つのアンケートの設計を行うのに適している。
フォーカスグループ（専門家グループ）は，「美
術館に関する専門家」という共通の条件で構成さ
れる。人数については，最小 4 名，最大 8 名とし
た。フォーカス・グループの所要時間は 1 時間15

分とした。完全な記録文書が作成できるよう，音
声とビデオで記録されることになった。フォーカ
ス・グループ（専門家グループ）のアプローチを
適切に開発するために，半構造化面接［=あらか
じめ面接の目的や質問をある程度決めておくけれ
ども，状況や相談者の反応によって面接者が自由
に質問を変えていくもの］が設計された。①博物
館の属性を選択し，集計する。②その後，専門家
に最も代表的な属性は何かを尋ね，属性に関する
定量的な順序を確立する。③続いて，美術館の属
性に一定水準（レベル）を割り当てるために，こ
れまで議論されてきた様々な属性に項目（名前）
を付ける。

４）属性のレベルは定量的に表現される。そのた
め，心理学のLikertスケール（＝アンケートなど
で使われる心理検査的回答尺度の一種。アメリカ
の社会学者レンシス＝リッカートに由来する）を
用いて，事前に属性を評価する。各属性に水準を
設定する過程では，「属性の水準が実現可能で，
現実的で回答者のWTP値の範囲を包含する」こ
とが不可欠である（Mourato and Mazzanti 2002, 
p.64に依拠）。フェーズ 2（第 2 段階）では，博物
館の属性にレベルを割り当てることに専念し，そ
れは定量的な用語で表現されるが，それが不可能

図１：フォーカスグループ（専門家グループ）による開発ステップ

出典：Orea-Ginerら（2019）の資料に基づき筆者が翻訳，作成。
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な場合は定性的な用語で表現されることになる。
フェーズ 3（第 3 段階）は，様々なシナリオを想
定した質問票を作成する段階である。 観光客と
地域社会に関する情報を得るために，それぞれの
項目（区分）に対して 2 つの質問票を作成し，両
者に対してインタビューを実施する。統計を使用
して，様々なシナリオを属性と関連付ける。フェー
ズ 4（第 4 段階）は，属性に関するシナリオのグ
ループ化である。最後に，フェーズ 5 （第 5 段階）
は，嗜好の測定からなる。プリファレンス（嗜好）
を測定した後，その結果を評価するために指標シ
ステムを適用する。指標体系を構築することで，

「責任者が意思決定することによって有意な指標」
を設定できるように，評価結果を得ることができ
る。
　分析のために提案された主観的指標システム
は，社会文化的・経済的指標に注目したもので，
選択実験法の開発・完成後に適用することが可能
である。表 4 「社会文化的範囲を分析するための
主観的指標」は，これまでの美術館分析手法の開
発で得られた結果を評価するために用いることが
可能な，主観的指標を示したものである。これら
の主観的指標は 2 種類に分類される。前者は「観

光客」，後者は「地域住民」に関するものである。 
（表 4 ）

４-4. 小括

　これらの方法は，美術館という文化財を多方面
から分析できる。これらの手法の適用によって得
られる結果は，美術館の経営者の意思決定プロセ
スを改善するものである。「WTPと組み合わせた
選択実験法」は，美術館の特性を分析・評価し，「来
館者の嗜好」に関する正確な情報を得られるよう
になる。提案された方法は，美術館のパフォーマ
ンスに関連する情報を得ることができるため，美
術館の持続可能性と直結している。ミュージアム
は，文化観光の重要な一部である。観光客はミュー
ジアムを訪れることに魅力を感じており，期待に
より添えるために，その役割を分析する必要があ
る。
　「主観的指標システム」の適用により，得ら
れた結果を分析することができる。その結果，
Mourato and Mazzanti（2002）とKinghorn and 
Willis（2008）に基づく方法論モデルを決定し，
住民と観光客が認識する美術館の経済的・社会文
化的価値を分析し，美術館の持続可能性を向上さ

表４：社会文化的範囲を分析するための主観的指標

出典：Orea-Ginerら（2019）の資料に基づき筆者作成。
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せてその意思決定プロセスを支援することで，目
的を達成することができる。eWOM（電子クチ
コミ）からミュージアムの属性を特定するために，
テキストマイニング1 方法論を用いてミュージア
ムの属性を特定する。
　この手法の限界は，第一に，客観的な視点から
ミュージアムの属性を決定することが困難である
点である。そこでText MiningをTripAdvisorに
適用し，来館者が特に言及した属性を発見するこ
とで，より完成度の高いものに近づける提案がな
されている。第二に，美術館関係者のフォーカス
グループへの参加を保証できるかということも本
手法での限界となりうる。今後の発展的研究課題
としては，実際にテキストマイニング手法を用い
た美術館属性の抽出を含め，本手法を実践し評価
することである。実際のケーススタディを通じて
検証されるべきであり，その外挿性も考慮される
べきであると示されている。

５．おわりに

　本稿では，地域経済学，文化経済学的貢献とい
う切り口で「ミュージアムの地域的価値を測る方
法論と実用的な手段は何か」，広く国内外の文献
をトレースした。文献探索に際してまず，文化財
が内部と周辺に及ぼす有形無形の価値を「地域的
価値」と定義づけ，地域的価値を測定できる方法
論を広く探索した結果，①「ミュージアムを持続
可能にするためには文化経済や文化観光への理解
が不可欠である」とする文化先進国での指針に加
え，②既存の評価手法を用いた方法論からの発展
的研究で，地域的価値の測定を可能にする「実践
的な方法論モデル」としての新たな提案が海外文
献より探索できた。
　CVM（仮想市場評価法）は，日本でも文化財
の社会的貢献・地域的貢献や価値を測る際に汎用
性の高い手法として重用されてきたが，今回のト
レースにより，CVM単独手法における反省点か
らCVM手法に「選択実験法」手法を加えるミッ
クスメソッドの提案が海外文献より確認できた。

この提案によって訪問者の嗜好を正確に把握でき
ることで，訪問者が何を望み，期待しているか，
何が求められ，何が足りないか，改善項目を知る
ことができ，引いては細分化された属性項目に
よってミュージアムの「地域的価値」「社会的価
値」に繋がる詳細をつかむことを期待できる。（現
時点において）管見の限りでは，この手法は日本
ではまだ適用事例が示されておらず，現実に展開
できる余地がある。今後，日本のミュージアムを
核としたまちづくりを検討するにあたり，以上の
手法を活用して地域的価値を測り，地域に関わる
多様な項目を数値化・基準化していきたい。
　基準化され，可視化された評価軸が，ゆくゆく
は行政機関での資金繰りがより得られるようにな
ることを導き，その測定が，日本の地域ミュージ
アムを刷新し，更なる持続可能性に繋がってゆく
ことを検討したい。

【注】

　　　　　　　　　　
 1	 テキストマイニング:文章を定量的に扱うための分

析手法。通常の文章からなるデータを単語や文節
で区切り，それらの出現の頻度や共出現の相関，
出現傾向，時系列などを解析することで有用な情
報を取り出す，テキストデータの分析方法である。

（株式会社日経リサーチより筆者要約）
 2	 2022年の国会で博物館法の一部が改正された。

（2023年 4 月より施行予定）改正法では、まちづ
くりや国際交流、観光・産業、福祉・教育等の関
連機関と連携した文化施設としての博物館の役
割・機能を規定する内容が付け加えられた。（文
化庁HP, 2023より筆者要約）

【参考資料】
「博物館法の一部を改正する法律の概要」
要旨/近年，博物館に求められる役割が多様化・高度

化していることを踏まえ，博物館の設置主体の多
様化を図りつつその適正な運営を確保するため，
法律の目的や博物館の事業，博物館の登録の要件
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等を見直すなど，これからの博物館が，その求め
られる役割を果たしていくための規定を整備する。

概要/ １ 法律の目的及び博物館の事業の見直し
・博物館法の目的について，社会教育法に加えて文

化芸術基本法の精神に基づくことを定める（第 1
条）

・博物館の事業に博物館資料のデジタル・アーカイ
ブ化を追加するとともに，他の博物館等と連携す
ること，及び地域の多様な主体との連携・協力に
よる文化観光その他の活動を図り地域の活力の向
上に取り組むことを努力義務とする。（第 3 条）（後
略）（文化庁HP, 2023より一部引用）
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・	Santa-Cruz, F.G., López-Guzmán, T., “Culture, 
Tourism and World Heritage Sites.”, Tourism 
Management Perspectives, 24, 2017, pp.111－116.

・	Scott, C.A., “Exploring the Evidence Base for 
Museum Value.”, Museum Management and 
Curatorship, 24, 2009, pp.195－212. 

・	Snowball, J.D., Measuring the Value of Culture :  
Methods and Examples in Cultural Economics ,  
Springer, 2007.


